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研究成果の概要（和文）：指定生乳生産者団体制度の改革が生乳市場にどのような影響を与えるか、またその影
響が負であれば酪農政策を今後どのように設計すればよいか、実態調査分析及び計量分析を行った。今般の制度
改革は生乳市場の競争を強め、指定団体の需給調整能力を長期的には低下させ、飲用乳価を下落させる可能性が
高いこと、及び、わが国でも独占禁止法の適用除外と規定されている共販はむしろ強化されるべきであり、それ
と逆行する今般の制度改革は見直しを行う必要があることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We conducted a fact-finding analysis and a quantitative analysis on how the 
reform of the designated milk producer group system would affect the milk market, and if the impact 
was negative, how to design a dairy policy in the future. The reform is likely to increase 
competition in the raw milk market, reduce the supply and demand adjustment capacity of designated 
organizations in the long run, and lower the price of drinking milk. The existing co-sale should be 
strengthened, and the reform need to be reviewed.

研究分野：農業経済学

キーワード： 指定団体制度改革　市場競争構造　市場支配力　計量分析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
安倍前首相が酪農政策の「５０年ぶりの改革」とまで呼んだ指定生乳生産者団体制度の改革が生乳市場の競争を
強め、飲用乳価を下落させる可能性が高い点を計量的に明らかにした点は、農業協同組合による共同販売の重要
性を改めて考えさせる。農業協同組合による共同販売が世界的にも独占禁止法の適用除外とされるなか、本研究
は新自由主義的な規制改革のあり方を考えるうえで一助になる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 政府の規制改革推進会議の議論と畜産経営安定法の改正等を経て、指定生乳生産者団体（以
下、指定団体）制度の改革が実施されることになった。安倍首相が酪農政策の「５０年ぶりの改
革」とまで呼んだこの改革の最大のポイントは、加工原料乳生産者補給金（以下、補給金）の交
付対象を指定団体に出荷する酪農家（インサイダー）に限定せず、指定団体以外に出荷する酪農
家（アウトサイダー）にも拡充し、インサイダーとアウトサイダーの間で競争条件を平等（イコ
ール・フッティング）にしようという点にある。 
 
(2) しかし、今般の指定団体制度の改革は、指定団体への生乳の出荷を補給金交付の要件としな
いため、生乳共販率の低下や乳業メーカーに対する拮抗力（カウンターベイリング・パワー）の
低下を指定団体にもたらしかねず、指定団体が従来担ってきた生乳の需給調整や適正価格の形
成が困難になり、酪農経営の所得が減少しかねないと危惧する声が多い。 
 
(3) つまり、今般の指定団体制度の改革が生乳市場構造と酪農経営にどのような影響を与える
か、また、その影響が負でかつ大きいようであれば、酪農政策を今後どのように設計すればよい
か、以上の点を具体的かつ計量的に分析することが、学術的にも社会的にも喫緊の課題となって
いるところである。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、指定団体制度の改革が生乳市場構造と酪農経営にどのような影響を与え
るか、また、その影響が負でかつ大きいようであれば、酪農政策を今後どのように設計すればよ
いか、計量的に分析することである。より具体的には、以下のとおりである。 
 
(2) 生乳・牛乳乳製品市場における水平的・垂直的競争構造、需給調整及び価格交渉の実態を具
体的に解明する。また、以上の実態が今般の指定団体制度の改革によってどのように変化するか
明らかにする。 
 
(3) (2)で解明された実態を踏まえて、生乳の流通主体が市場支配力（拮抗力）を持つ、生乳・
牛乳乳製品市場の計量モデルを開発する。 
 
(4) (3)で開発された計量モデルを利用して、今般の指定団体制度の改革が生乳・牛乳乳製品市
場と酪農経営に与える影響を計量的に明らかにする。 
 
(5) (4)の結果をもとに、今般の指定団体制度改革の問題を明らかにする。また、以上の問題を
改善するために、酪農政策を今後どのように設計すればよいか考察する。 
 
３．研究の方法 
(1) 生乳・牛乳乳製品の市場競争構造、需給調整及び価格交渉について、指定団体、乳業メーカ
ー及び小売店等に対し聞き取り調査を行い、実態調査分析を行う。 
 
(2) 生乳・牛乳の地域間市場モデルとして寡占下の空間均衡モデルを構築し、そのモデルを利用
した計量モデルに必要なコンピュータ・プログラムを開発する。 
 
(3) 今般の指定団体制度の改革が生乳・牛乳乳製品市場と酪農経営に与える影響についてシミ
ュレーション分析を行う。 
 
(4) 以上の実態調査分析とシミュレーション分析の結果を踏まえて、今後の酪農政策の設計方
向を考察する。 
 
４．研究成果 
(1) 乳価は、指定団体と乳業メーカーとの個別交渉を通じて決定され、年度内であれば同一乳価
が適用される（都府県の場合、季節乳価制はあり）。北海道では全メーカーが同じ用途であれば
同一乳価、都府県の場合は、同じ用途でもメーカー別に乳価水準に差があるものの、乳価改定幅
は同一である。乳価交渉時に参考とされる指標は、基本的に、国際市況を含む牛乳・乳製品の需
給と、生乳生産費である。 
 
(2) 「食料危機」で生乳生産費が大きく上昇した結果、生乳生産費を重視した乳価形成へと変化
した。乳業メーカーの寡占化が進み、業務用需要が大きいため、価格転嫁が比較的容易な乳製品
と比べて、飲用乳では、生乳生産費上昇を受けた乳価引き上げ分を、メーカーと量販店との価格



交渉でいかにスムースに転嫁するかを意識した乳価交渉が行われている。具体的には、指定団体
とメーカーの交渉では、量販店の理解が得られるかどうかを念頭に、客観的な数値に基づいた乳
価値上げ幅を決め、量販店が納入価格引き上げに同意するような理屈付けが検討される。よって、
通常の価格交渉とは性格が異なっている。特に、２０１９年度乳価交渉は、生乳生産費の明確な
上昇がなかったにも関わらず、乳価引き上げが行われた点で異例であった。引き上げ根拠は、酪
農生産基盤強化と生乳増産の実現であり、近年、最需要期の夏場に度々、生乳不足を背景とする
牛乳の供給制限が起きていた点が背景にある。メーカー側からすると、数円単位の納入価格引き
上げは企業努力で対応可能と量販店が判断して受け入れられないため、乳価引き上げと同じタ
イミングで、１０円単位でメーカー側のコスト上昇分の価格転嫁を行なっている。 
 
(3) ２０１０年代半ばから、これまで指定団体外出荷の少なかった北海道でも指定団体外出荷
が増加している。ただし、指定団体外出荷のシェアは２０１９年度でも４％%程度で、２０１０
年代前半と比較しても１ポイント程度の上昇である。よって、現時点では指定団体外出荷の増加
は、指定団体の乳価形成に直接的な影響を与えていないと評価できる。指定団体外出荷組織の乳
価改定は指定団体の乳価改定と連動しており、指定団体の乳価は基準価格として利用されてい
る。 
 
(4) 一方、COVID-19 危機下の大幅な需給緩和では、指定団体出荷の生産者が指定団体外出荷へ
移行する懸念から、生乳の生産抑制を行う手法が採れず、需給調整上の困難が生じている。結果
的に、生産抑制をした場合と比べて、乳価がより下落する可能性がある。 
 
(5) 指定団体制度の改革が生乳市場等に与える影響を計量的に明らかにするに先立ち、需要体
系モデル及びスキャンデータを利用してメーカー別（明治、森永、雪印メグミルク、その他）の
牛乳需要を推計した。その結果、先行研究では一部のメーカー間で補完関係が推計されるという
問題があったものの、本推計ではすべてのメーカー間で代替関係が推計された。また、全メーカ
ーの需要が自己価格に対して弾力的であること、さらに、２０１７年から明治への支出シェアが
大きく減少した理由は、パッケージサイズの変更による実質的な値上げが原因であると考えら
れる点などを明らかになった。 
 
(6) 指定団体制度の改革が生乳市場等に与える影響をシミュレーションした結果、生乳市場の
競争を強める畜産経営安定法の改正は、飲用乳価を１６円／Ｌ下落させる可能性が高い点を明
らかにした。これに対して、指定団体を現在の全国９ブロックから４つに集約すれば、飲用乳価
をほぼ現状維持することが可能であることも明らかになった。 
 
(7) わが国でも独占禁止法の適用除外と規定されている共販はむしろ強化されるべきであり、
それと逆行する改正畜産経営安定法は見直しを行う必要がある。 
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